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1．本年度の研究成果 

A） 都道府県がん登録（地域がん登録）の精度管理と全国がん登録への移行 

全都道府県に、がん罹患個別匿名化デ－タの提出を依頼し、県別の 2011年の罹患数・率と登

録精度指標を計測するとともに、39提出県（H27.1現在、うち、精度基準 A達成 18県、精度

基準 B 達成 38 県）のデ－タより、がん罹患数・率の全国値を推計する全国がん罹患モニタリ

ング集計（MCIJ）を継続した。今回より 30項目での収集を行い、より詳細な実態把握が可能

となった。 

研究成果及び作成資料を基に、厚生科学審議会のがん登録部会に提言し、H28 年からの全国

がん登録体制の確立に寄与した。 

全国がん登録体制開始前の 3年間（平成 26～28年度）における、都道府県がん登録精度管理

目標値を検討し、MCIJ2011 に適用した。がん登録の完全性の基準では、従来より高い精度を

求める基準 A（全国推計利用地域）と従来通りの基準 B（県間比較可能地域）の 2 段階設定し

た。 

B） 都道府県がん登録と院内がん登録全国集計データを用いたがん診療実態の把握 

地域がん登録データと院内がん登録データの特性を把握し、拠点病院登録割合を観察した。栃

木県地域がん登録データから、初診医療機関または治療医療機関に拠点病院が登録されているも

のを抽出し、院内がん登録全国集計での「概算罹患数に占める拠点病院登録割合（診断時住所別）」

と比較を行った。結果として院内がん登録全国集計は 74.1％であったのに対し、地域がん登録で

は 59.8% であった。院内がん登録全国集計では初診と治療医療機関が異なるケースでは重複し

て数えられていることも差の要因の一つとして考えられた。 

併せて、MCIJ2010 で全国推計値の算出に使われている 28 地域と院内がん登録 2010 年全国

集計での自施設初回治療（開始）数を抽出して拠点病院へのがん医療の集約化を評価した。28

地域の拠点病院カバー率の平均は胃 54.2%、肝 46.6%、肺 53.8%であった。3部位間のカバー率

の相関は 0.80-0.89と高く、各地域での集約化の傾向に共通性があることが示唆された。 

C） 都道府県がん登録と既存がん統計の併用によるがん登録資料活用 

がん患者の生存率における社会経済格差の研究方法について手順をまとめた。①日本版総合的

社会調査（JGSS）ミクロデータを用いて、世帯の貧困を予測する式を推定、②国勢調査：①の

式より、小地域ごとの剥奪指標を推定、③地域がん登録資料：患者住所②で推定した剥奪指標を

付与し、5 分位でグループ化し、生存率格差を推定、となる。がん患者の生存率に格差が生じて



おり、1年生存率より 5年生存率やサバイバー生存率における格差が大きい傾向にあった。 

がん医療費は、1980年代から 2012年にかけ、5倍以上となっている。男性では大腸（結腸及

び直腸）、女性では乳房が最も多い。がん医療費を、部位、進展度、発見経緯との関連について、

性、年齢階層別で分析するため、愛知県がん登録データと愛知県国民健康保険団体連合会の保有

する医療費データを照合し、分析・評価する計画を策定した。 

第二期都道府県がん対策推進計画において、人口動態死亡統計や地域がん登録資料がどのよう

に活用されているかを把握した。46都府県で年齢調整死亡率の推移が示されているも、その自然

減の算定は 2 府県のみであった。具体的ながん対策を計画するのに必要な罹患は 39 道府県、生

存率は 24府県、進行度は 10道府県で記述があり、第一期計画と比べて大幅に増加した。しかし

ながら、推移の記述は少なく、特に「年齢調整罹患率の推移の記述あり」は 8府県に留まった。 

市区町村のがん検診事業評価のための検診データとがん登録データの照合について、がん登録

推進法に基づく実施可能性を、検診の実施体制のパターン別に検討した。その結果、検診実施機

関や医師会等において検診の精度管理が確実でなければ、実施が難しいことが明らかとなった。 

D） がん登録資料を効果的にがん対策に活用する統計手法の検討 

	
 地域がん登録未実施県を含めた、47都道府県の 2010年がん罹患数を推計した。罹患数の推計

には、死亡数を利用したモデル、がん診療連携拠点病院全国集計値を利用したモデルの 2方法を

用いた。拠点モデルによる罹患数は死亡モデルによる罹患数より少なく推計される傾向にあっ

た。特にがん診療連携拠点病院のカバー率が低い県においてこの傾向が顕著であることから、拠

点病院のカバー率による調整の必要性が示唆された。 

全国がん罹患数について、数理モデルとMCIJ2008データを用いて、その過小評価を定量的

に把握した。MI（死亡/罹患）比を被説明変数とし DCN（届出より先に死亡票で把握されたが

ん）割合を説明変数とするロジスティック回帰モデルを線形と非線形 2 種類構築し、クロスヴ

ァリデーション規準量を用いて最適なモデルを決定した。全国推計で用いられた 25地域のデー

タを用いた解析結果は、全体で 13％の過小評価、人数で表現すると 110173人の過小評価の可

能性を示唆する結果であった。 

 
2．前年度までの研究成果 

26年度採択（第 3次対がん総合戦略研究事業の後継） 

 
3．研究成果の意義及び今後の発展性 

A）全国がん罹患モニタリング集計は、精度向上のみならず、カバー範囲をほぼ全国に拡大する

ことができた。罹患数・率報告は、関連機関に郵送するとともに、国立がん研究センターがん

対策情報センターがん情報サービスより公表する国レベルの定期的ながん統計となっている。 

研究成果である全 47都道府県がん登録の標準化及び精度向上の要件は、厚生科学審議会にお

いても参照され、全国がん登録の精度管理や評価基準として活用される。 



	
 全国がん登録体制の準備段階時期に、精度基準目標を高めたことにより、より質の高いがん

データ整備が期待される。今後は、上記の指標以外に、米国の全国がん登録 NPCR（National 

Program of Cancer Registries）を参考にして、医療機関からの電子データ提出、既存統計デー

タとのリンケージ、がん登録データの質の保証、実務者の教育、がん対策への協力関係につい

て検討する。 

B）院内がん登録は従来通り、医療機関の施設におけるがん診療の実態を把握することを目的と

し、一方がん対策に用いる全国がん登録は拠点病院のみならず全医療機関の協力が必要である。

本研究によりがん治療に関する拠点病院への集約化の現状とその背景要因を明らかにす

ることは今後の集約化のあり方を検討する上で有用である。来年度は、いくつかの県から

地域がん登録データの提供を受けて拠点病院の初回治療に関するカバー率を県間で比較

するとともに、カバー率に影響する要因について検討する。  

C）国民皆保険制度下にある我が国においてもがん医療のアウトカムに社会経済格差があること

が示された。全県で分析を行うことで、地域におけるがん医療の均てん化の推進や健康格差の縮

小に向けた対策を検討することが可能である。来年度は、がん患者の生存率における社会経済格

差の要因分析を進めることで、具体的な施策介入を提案することが可能となる。 

国保データとのリンケージは、愛知県国民健康保険団体連合会及び複数の市に問い合わせ、市

町村の保有する国民健康保険加入者の個人データ、検診データの提供の可能性を調整している。 

がん対策推進計画において、死亡率・罹患率の推移を分析することが、がん対策の優先順位の

決定に重要であることの認知度を、高めていかなければならない。がん対策への既存資料の活用

状況を明らかにし、本計画の中間評価および見直しでのさらなる利活用を目指す。 

市区町村自治体のがん検診事業の精度管理体制の底上げを行い、感度・特異度を評価する仕組

みを一部の都道府県および市区町村や検診実施機関においてどの程度可能かを検証し、全国がん

登録データの利用が可能となる時期までに体制を構築することを目指している。 

このように、他の公的統計資料の利用申請・集計を試行することで、全国がん登録とのリンケ

ージデータの有効活用の可能性を検討することができる。 

D）がん診療連携拠点病院全国集計値に基づく拠点モデルの適用には即時性の点での有効性が期

待でき、全国がん登録に基づく罹患数、罹患率と比較するベースラインを提供する。来年度は推

定精度の向上を検討する。 

現在把握されている罹患数と全国がん登録の罹患数の間の乖離を数理モデルにより前もって

定量化しておくことは、今後の登録における負担等を予測する上で必要なことであろう。 

 
4．倫理面への配慮 

全国がん罹患モニタリング集計に関しては、「疫学研究に関する倫理指針」を遵守し、国立

がん研究センター倫理審査委員会の承認を得た。都道府県がん登録と既存がん統計資料との併

用分析については、顕名院内がん登録データを使用する場合には、都道府県がん登録室が県拠



点病院に設置され、研究班関係者が都道府県がん登録と院内がん登録の両者へのアクセス権限

を持つ施設において検証する。その他の既存統計資料の利用にあたっては、規定の申請手続き

を経るとともに、定められた安全管理措置を講じて、情報の漏洩等を防止する。 
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